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　　令和７年度当初予算の概要

 あ ら ま し 
 

 令和７年度当初予算は、経済が緩やかに上向き賃金が上昇していく一方、それを上回る物価高騰が

地域経済にとって厳しい状況への対応が続いているなかで、「安心と発展へ活力あるまちづくり予算」

と位置付けて予算編成を行いました。市としては、「第七次総合計画」に掲げる施策のうち重点分野施

策に属する事業、市長公約関連事業及び将来を見据えた都市・生活基盤等整備事業を重点的に取り組

む事業とし、財源の重点的な配分を行うこととしています。 

歳入につきましては、市税では、国の実施した定額減税の終了や景気の回復により個人市民税の増

額が見込まれることに加え、家屋の新増築の増加や、企業の設備投資が引き続き堅調であることから

固定資産税も増額を見込んでおり、市税全体では、令和６年度当初予算に比べ約５５億円増額、一方

で、定額減税の終了に伴い地方特例交付金が約２１億円減額することに加え、地方交付税の代替財源

である臨時財政対策債が約１２億円の減額となり、制度が始まって以来初めての新規発行ゼロを見込

んでいます。 

歳出につきましては、まず、子ども・子育て・教育に関する施策として、妊婦のための支援金給付

事業費、健診の対象に１か月児を新たに追加する妊産婦乳児健康診査事業費、民間保育所施設整備助

成事業費、保育士の確保や離職防止を図る高梁川流域保育士確保対策事業費、不登校児童生徒の自宅

と学校の自立応援室とをつないでオンライン支援を行うための経費、令和８年度から学校給食費を含

む学校徴収金の収納管理を市が行うための経費、小学校と中学校の屋内運動場にエアコンを計画的に

設置する経費、長尾小学校校舎整備事業費などを計上しています。 

文化・産業に関する施策として、大阪・関西万博会場内で「食」「食文化」をテーマとしたプロモー

ションを実施するための経費、本市で日本遺産フェスティバルを開催するための経費、官民連携組織

を設立してＭＩＣＥ誘致・受入に向けた取組を進めるための経費、市内ものづくり企業の事業継続を

目的として、製品に独自の付加価値を付与するために必要となる設備の更新等に対する補助金、将来

の地元就職を促進するため、中学校や高校に地元企業を派遣し企業紹介や業務体験等を行う経費、企

業誘致推進事業費、地域の課題や要望を把握し、専門家と連携して地域ぐるみで鳥獣被害対策に取り

組むための経費などを計上しています。 

生活環境・防災・都市基盤整備に関する施策として、公共交通を補完し地域の移動を支援するため、

非営利法人が行うボランティア送迎に対して助成する経費、災害発生時に外国人を含めた観光客の安

全確保を図るため、宿泊事業者等に向けた災害対応セミナーの開催及び災害対応マニュアルを作成す

る経費、王子が岳レストハウスの建替に要する経費、倉敷物語館に隣接する阿知まち広場を市民や観

光客が交流する拠点として整備する経費、脱炭素社会の実現に向け、公共施設の照明ＬＥＤ化をはじ

め太陽光発電設備やＥＶ等の導入助成を行う経費、建築物の耐震診断や耐震補強工事費に対して助成

する経費、揚排水機場の改修等を行う浸水対策事業費などを計上しています。 

保健・医療・福祉に関する施策として、介護、障がい、子ども・子育て、生活困窮など複合的な課

題を抱える相談に対して、関係機関が連携して対応する支援を強化するための経費、新たに定期接種

化される帯状疱疹ワクチン等の高齢者予防接種事業費、歯周病検診の対象を２０歳・３０歳も対象に

拡大する健康増進事業費、国保加入者のうち、生活習慣病の治療中断者及び高血圧等の未治療者に対

して医療機関への受診を勧奨するための経費などを計上しています。 

ＳＤＧｓ・行財政などに関する施策として、戦後８０周年に平和啓発事業を拡大実施するための経

費、公共施設の予約管理業務について電子申請やオンライン決済等を利用できる施設予約システムを

導入する経費、デジタルを用いた「書かない窓口」の実現に向けた経費、児島及び水島地区公共施設

再編整備事業費、防災危機管理センター棟の整備や庁舎の長寿命化を図る庁舎等再編整備事業費、老

朽化した屋内水泳センターを水島緑地福田公園水泳場に統合し、新たな屋内プールを整備する経費な

どを計上しています。 

この結果、一般会計の当初予算額は、２，１１９億８，４００万円余り、前年度と比較すると８０

億４，４００万円余り、率にして約３．９％の増加となっています。 

倉敷市の財政は、エネルギー価格等の物価高騰が続くなか、防災・減災対策への取組、公共施設

個別計画の推進、ＳＤＧｓや脱炭素化など持続可能な社会に向けた施策などを、積極的かつ早急に

取り組むことが必要です。また、急激な社会経済情勢の変化やその時々に応じた行政需要に的確に

対応するため、「第七次総合計画」や行財政改革を着実に推進し、将来に向けて持続可能な財政運営

に努めてまいります。 
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　各会計別当初予算の内訳

R６年度

Ｒ７年度 Ｒ６年度 ６月補正後※ 増減（A-C）

Ａ Ｂ C Ｄ

211,984,355 203,939,887 209,141,971 2,842,384 1.4 %

国 民 健 康 保 険 事 業 44,025,137 44,602,146 44,617,955 △ 592,818 △ 1.3

介 護 保 険 事 業 48,726,881 46,933,963 46,933,963 1,792,918 3.8

母子父子寡婦福祉資金貸付 86,912 113,822 113,822 △ 26,910 △ 23.6

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 8,652,752 8,882,253 8,895,107 △ 242,355 △ 2.7

小　　　　　　　　計 101,491,682 100,532,184 100,560,847 930,835 0.9

44,185 41,574 41,574 2,611 6.3

下 水 道 事 業 29,944,589 30,566,609 30,566,609 △ 622,020 △ 2.0

水 道 事 業 15,725,733 15,015,390 15,015,390 710,343 4.7

市 民 病 院 事 業 4,554,035 4,425,846 4,425,846 128,189 2.9

モータ ーボ ート 競走 事業 61,129,144 64,376,892 64,376,892 △ 3,247,748 △ 5.0

小　　　　　　　　計 111,353,501 114,384,737 114,384,737 △ 3,031,236 △ 2.7

424,873,723 418,898,382 424,129,129 744,594 0.2

※

◆ 一般会計　…　市が行う仕事の中心となる部分の会計

◆ 特別会計　…　特定の事業を行うとき、特定の収入を特定の支出に充て、一般会計と

　　　　　　　区別している会計

◆ 企業会計　…　その事業によって得られる収入で支出を賄う、独立採算の会計

（単位　千円）

区　　　　　　　　　　分 増減率

Ｄ/Ｃ

一　　　般　　　会　　　計

Ｒ６年度当初予算は骨格編成のため、肉付け予算となる６月補正後予算（低所得者支援及び

定額減税の補足給付経費である６月補正（初日議決分）予算を除く）と比較しています。

特
　
別
　
会
　
計

財　　産　　区　　会　　計

企
　
業
　
会
　
計

合　　　　　　　　　　計
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一般会計予算の内訳

収　入
1,300

　　地方譲与税 1,895（0.9％）    その他 3,680（1.7％） 860
618

　地方消費税交付金 12,200（5.7％） 550
190

　県支出金 14,979（7.1％） 77
45
40

　地方交付税 15,600（7.4％）

　市債 14,359（6.8％）

市税 88,336（41.7％）

　国庫支出金
　　  41,113（19.4％）

財産収入 1,245
寄 附 金  1,161　　2,406（1.1％）

諸収入 5,242（2.5％）
使用料及び手数料 2,712（1.3％）

　　　　　　　　繰入金 8,689（4.1％） 　　　　　　分担金及び負担金 773（0.3％）

・市　税…収入の中心となるもので、市民税（個人、法人）、固定資産税、都市計画税などです。
・諸収入…預金利子、貸付金元利収入、収益事業収入などです。
・市　債…学校、公園、道路など公共施設の整備に活用します。国や銀行などから借り入れるもので、市民が
　　　　　将来にわたり公平に負担をする趣旨のものですが、慎重な取り扱いが必要です。

■　予算額(収入）の推移　（当初予算額）

Ｒ３年度 Ｒ４年度

市 税 77,185 83,513

分 担 金 及 び 負 担 金 1,007 940

使 用 料 及 び 手 数 料 2,587 2,502

財 産 収 入 ・ 寄 附 金 719 844

繰 入 金 5,882 5,408

諸 収 入 4,916 4,617

計 92,296 97,824

地 方 消 費 税 交 付 金 10,700 10,500

地 方 交 付 税 9,300 14,500

国 庫 支 出 金 37,395 36,529

県 支 出 金 13,655 13,898

市 債 18,821 13,663

地 方 譲 与 税 1,790 1,922

そ の 他 4,036 2,580

計 95,697 93,592

合　　　　計 187,993 191,416

地 方 特 例 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金
交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

　　　(単位　百万円）

Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度

利 子 割 交 付 金

773

2,574 2,547 2,712
(

自
主
財
源

）

85,542 82,814 88,336

872 839

1,249 1,554 2,406

6,178 7,305 8,689

5,349 5,127 5,242

101,764 100,186 108,158

36,105 36,894 41,113

(

依
存
財
源

）

12,000 12,000 12,200

12,600 15,500 15,600

14,214 14,395 14,979

20,713 17,679 14,359

1,893 1,945 1,895

2,945 5,341 3,680

100,470 103,754 103,826

202,234 203,940 211,984

総額

211,984

百万円

自 主 財 源
108,158（51.0％）

依 存 財 源
103,826（49.0％）
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■ 市税収入の内訳

■ 市税収入の推移　（当初予算額）
　　        　

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

市 民 税 ( 個 人 ） 23,211 24,785 26,095

市 民 税 （ 法 人 ） 3,248 4,914 5,149

固 定 資 産 税 36,459 38,882 39,189

市 た ば こ 税 3,132 3,240 3,280

事 業 所 税 4,351 4,555 4,565

都 市 計 画 税 5,136 5,410 5,480

そ の 他 の 税 1,648 1,727 1,784

合         計 77,185 83,513 85,542

1,823 1,895

82,814 88,336

3,514 3,390

4,565 4,664

5,513 5,680

23,654 27,555

4,445 4,703

39,300 40,449

(単位　百万円）　

Ｒ6年度 Ｒ7年度

固定資産税

40,449 45.8%

市民税(個人）

27,555 31.2%

都市計画税

5,680 6.4%

市民税（法人）

4,703 5.3%

事業所税

4,664 5.3%

市たばこ税

3,390 3.9%

その他の税

1,895 2.1%

総 額
88,336百万円

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度 Ｒ6年度 Ｒ7年度

その他の税

都市計画税

事業所税

市たばこ税

固定資産税

市民税（法人）

市民税(個人）

（百万円）
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支　出

　目的別内訳

■　目的別予算額の推移　（当初予算額）

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

総 務 費 10,854 11,972 14,875

民 生 費 85,469 86,206 86,587

衛 生 費 22,928 23,861 28,766

土 木 費 24,673 23,466 23,325

教 育 費 12,910 13,202 14,281

公 債 費 18,208 18,975 19,621

そ の 他 12,951 13,734 14,779

合       計 187,993 191,416 202,234 203,940 211,984

13,587 17,387

19,889 20,575

14,905 16,380

90,934 98,318

29,775 19,687

21,328 21,602

 (単位　百万円）　

Ｒ6年度 Ｒ7年度

13,522 18,035

民生費 98,318（46.4%）

土木費 21,602（10.2%）公債費 20,575（9.7%）

衛生費 19,687（9.3%）

総務費 18,035（8.5%）

教育費 17,387（8.2%）

農林水産業費 6,152（2.9%）

消防費

5,462（2.6%）

商工費

3,199（1.5%）

諸支出金 151（0.1%）

その他 1,416（0.6%）

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

7年度

6年度

5年度

4年度

3年度

180

135

149

120

109

983

909

866

862

855

197

298

287

238

229

216

213

233

235

247

174

136

143

132

129

206

199

196

190

182

164

149

148

137

129

総務費 民生費 衛生費 土木費 教育費 公債費 その他

（億円）

令和

（議会費 884 労働費 432
予備費 100）

総額 211,984百万円

-5-



■　性質別内訳
　

　　　 　　

　　繰出金　22,655　（10.7％） 　　　　　　 貸付金　517　（0.3％）

　　維持補修費　5,264　（2.5％）
人件費　33,238　（15.7％)

　　補助費等　16,800　（7.9％）

　　

　　物件費　28,480　（13.4％）

扶助費　62,801　（29.6％）

　　普通建設事業費　20,061　（9.5％）　 公債費　20,569　（9.7％）

■　性質別予算額の推移　（当初予算額）

Ｒ3年度 Ｒ4年度 Ｒ5年度

人 件 費 30,239 30,134 30,063

扶 助 費 54,444 54,583 54,763

公 債 費 18,201 18,970 19,616

普 通 建 設 事 業 費 13,043 15,395 25,136

物 件 費 27,186 25,967 26,579

補 助 費 等 15,873 16,696 16,577

繰 出 金 23,845 23,264 22,957

そ の 他 5,162 6,407 6,543

合　　　計 187,993 191,416 202,234 203,940 211,984

Ｒ6年度 Ｒ7年度

20,061

25,207 28,480

24,776

積立金、投資及び出資金 1,599 （0.7％）

　　　(単位　百万円）

16,391 16,800

22,711 22,655

6,845 7,380

31,864 33,238

56,263 62,801

19,883 20,569

総 額

211,984

百万円

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

7年度

6年度

5年度

4年度

3年度

332 

319 

301 

301 

302 

628 

562 

548 

546 

544 

206 

199 

196 

190 

182 

201 

248 

251 

154 

130 

285 

252 

266 

260 

272 

168 

164 

166 

167 

159 

226 

227 

229 

232 

239 

74 

68 

65 

64 

52 

人件費 扶助費 公債費 普通建設事業費 物件費 補助費等 繰出金 その他 （億円）

令和

その他の経費
24,771 （11.7％）

義務的経費
116,608 （55.0％）

消費的経費
50,544 （23.8％）

投資的経費
20,061 （9.5％）
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主　な　施　策

○　一般会計

国際交流や広報、情報化、防災対策、選挙など

・国際交流事業費（国際交流協会補助金など） 4,318 万円

・庁舎建設費（庁舎等再編整備事業費） 25 億 4,371 万円

・平和推進事業費（「平和のつどい」実施経費など） 544 万円

・広聴費（コールセンター運営費など） 6,611 万円

・広報費（広報くらしき発行経費など） 1 億 5,830 万円

・市民活動推進費（地域集会所設置費補助金など） 1 億 1,303 万円

・企画費（児島地区公共施設再編整備事業費※施設整備部分など） 8 億 257 万円

・情報化対策費（コンピュータ運用経費など） 14 億 8,854 万円

・防災対策費（防災用備蓄品整備事業費など） 5 億 8,096 万円

高齢者・障がい者・児童などの福祉、

市民文化・スポーツの振興、人権政策の推進など

・社会福祉費 211 億 4,846 万円

◇ 介護保険事業特別会計繰出金 75 億 3,666 万円

◇ 国民健康保険事業特別会計繰出金 37 億 124 万円

◇ 後期高齢者医療事業特別会計繰出金 18 億 7,627 万円

◇ 岡山県後期高齢者医療広域連合負担金（療養給付費など） 60 億 9,523 万円

・障がい福祉費（施設整備・運営費、給付費など） 165 億 6,992 万円

・老人福祉費（施設整備・運営費、生きがい対策費など） 15 億 6,511 万円

・児童福祉費（施設整備・運営費、子育て支援費など） 389 億 9,436 万円

◇ 219 億 4,908 万円

◇ 放課後児童クラブ実施事業費 18 億 8,687 万円

◇ 児童手当給付事業費 112 億 228 万円

◇ 児童扶養手当給付事業費 21 億 1,157 万円

・生活保護費（生活扶助給付事業費など） 136 億 7,043 万円

・市民生活費 61 億 710 万円

◇ 体育施設整備費（（仮称）水島緑地福田公園屋内プール整備事業費など） 16 億 7,191 万円

◇ 13 億 921 万円

◇ 男女共同参画費（男女共同参画推進センター事業費など） 5,423 万円

健康づくり、地球温暖化・環境対策、ごみ処理など

・保健所関連経費 67 億 2,198 万円

◇ 保健活動費（小児慢性特定疾病医療費や未熟児養育医療費など） 2 億 2,277 万円

◇ 感染症対策費（予防接種などの経費） 26 億 1,353 万円

◇ 2 億 311 万円

◇ 9 億 6,662 万円

◇ 保健事業対策費（健康づくり事業費、がん検診などの経費） 16 億 2,127 万円

・福祉医療費（子ども・ひとり親家庭等・重度心身障がい者などの医療費） 30 億 207 万円

◇ 子ども医療費助成事業費 24 億 5,310 万円

・市民病院事業会計繰出金 4 億 3,404 万円

母子衛生対策費（妊産婦乳児健康診査事業費など）

緊急医療対策費（在宅当番医制、病院群輪番制、休日夜間急患センター運営経費など）

戸籍住民基本台帳費（戸籍等証明書交付事業費や個人番号カード作成事業費など）

保育所・認定こども園運営費（民間保育所・認定こども園運営委託費、
公立保育所・認定こども園運営費など）

衛生費

総務費

民生費
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・ＺＥＨ・太陽光発電等導入促進事業費 1 億 2,704 万円

・水島清掃工場管理運営事業費 10 億 8,339 万円

・倉敷西部クリーンセンター管理運営事業費 9 億 5,665 万円

農業・漁業などの振興・育成

・ 3 億 1,759 万円

・農業施設新設改良費（農道、水路、ため池等の新設改良事業費など） 36 億 2,499 万円

・水産業施設整備費（海岸堤防等総合対策事業費など） 1 億 5,158 万円

商工業の育成、観光の振興

・商工業振興費（企業誘致推進事業費、水島港振興事業費など） 23 億 158 万円

・観光費（観光客誘致事業費、観光施設管理費など） 5 億 2,889 万円

道路、公園などの整備

・道路新設改良費（生坂二日市線など） 11 億 1,251 万円

・児島地区公共施設再編整備事業費※公園整備部分 2,324 万円

・倉敷ふれあいの丘公園及び複合施設整備事業費※公園整備部分 4 億 6,461 万円

・倉敷駅周辺第二土地区画整理事業費 24 億 236 万円

・下水道事業会計繰出金 91 億 540 万円

・河川新設改良費（浸水対策事業費など） 3 億 4,011 万円

消火・救急活動、防災対策

・救急高度化推進整備事業費（高規格救急車購入費など） 1 億 1,001 万円

・常備消防車両購入事業費（消防ポンプ自動車など） 1 億 8,715 万円

学校教育や生涯学習など

・教育用コンピュータ整備事業費（教育用コンピュータ借上料など） 3 億 716 万円

・ＧＩＧＡスクール構想に対応したパソコン等整備事業費 1 億 6,317 万円

・英語教育推進事業費 1 億 5,863 万円

・学校・園生活支援員配置事業費 2 億 4,971 万円

・小１グッドスタート事業費 1 億 1,853 万円

・不登校等対策総合事業費（スクールカウンセラー配置事業費など） 2 億 1,239 万円

・共同調理場建設費 17 億 7,419 万円

・文化財保護費（伝統的建造物群保存事業費など） 8,624 万円

・図書館費（図書館管理運営費など） 4 億 4,777 万円

・公民館費（公民館講座実施事業費など） 7 億 8,504 万円

農業振興費（農作物鳥獣害防止事業費、農業経営基盤強化促進事業費など）

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費
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■　各会計予算の執行状況

(令和７年３月３１日現在）

国 民 健 康 保 険 事 業

介 護 保 険 事 業

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

後 期 高 齢 者 医 療 事 業

計

下 水 道 事 業

水 道 事 業

市 民 病 院 事 業

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

計

■　一時借入金の現在高（令和７年３月３１日現在）

現      在      高

30

―

―

―6,000

88.0% 33,171 29,536 89.0%

11,903

―

―

モ ー タ ー ボ ー ト 競 走 事 業

73,397

会        計        区        分

116,801

市 民 病 院 事 業

200

一 般 会 計

水 道 事 業

下 水 道 事 業

97.4%

企
 

業
 

会
 

計

3,927

12,154

71,502

予算で定めた限度額

100

30,000

93,605

73.6% 8,144

2294.4%

(単位　百万円）

111,345 95.3% 131,938

支出率

123,488 93.6%

74,090 96.7%

4,134 97.0%4,263

97.9% 17,889

76,615

99.2%

15,728 87.9%

24,046

令和６年度下半期財政運営の状況

81.1% 192,936

区 分

一 般 会 計

収 入

収納率 支出済額
予算現額

支 出

247,526 77.9%

(単位　百万円）

収入済額 支出率

200,789

3,894

48,647

103

6,735

40,673

27,323

134

114

87,742

9,150

142

102,553

89.7%
特

別

会

計

財 産 区 会 計

区 分
収 入 支 出

予算現額 収入済額 収納率 予算現額 支出済額

44,642 40,231 90.1% 41,781 93.6%

43.9%90.4% 50

83.6% 43,630

91.3%85.6%

15.5%

89.0%
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■　市債の現在高（令和６年度末）    (単位　百万円）

その他 24,836

　水道事業債　 18,678

　病院事業債   6,158 77,786

下水道事業債　 94,337

37,821

　母子父子寡婦福祉 150 23,907

その他 3,379 22,360

　消防債 1,903 11,465

　減収補てん債 976 10,562

　減税補てん債 157 7,054

　商工債　ほか 343 3,355

庁舎債 2,603

総務債 2,020

■　市債残高の推移

民生債

公営住宅債

災害復旧債

臨時財政対策債

土木債

教育債

衛生債

農林水産債

総 額

321,635

百万円

2,023 

2,042

1,953

1,971

1,969

1,905

1,821

1,728

1,734

943 

1,027

1,114

1,206

1,300

1,394

1,442

1,531

1,615

250

243

233

231

230

230

233

238

199

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500

6年度

5年度

4年度

3年度

2年度

元年度

30年度

29年度

28年度

億円

平成

一般会計債 下水道事業債 その他

3,499

3,408

3,216

3,667

3,497

3,496

一般会計債
202,312（62.9％）

企業会計債
119,173（37.1％）

3,300

令和
3,529

3,312

3,548

特別会計債
150（0.0％）

-10-



■　基金の状況（令和７年５月末見込み）

　　  財政調整基金の状況

　　　令和６年度では、財政調整基金を約２４億円取り崩しましたが、令和６年度の９月補正予算で、３１億円
　　を積み立てたことなどにより、家計の貯蓄に相当する財政調整基金の残高は、令和６年度では約１２０億
　　円となり、令和５年度と比較して約７億円の増加となっています。
　　　令和７年度の当初予算は、国の実施した定額減税の終了や景気の回復により、税収の増加が見込まれ
　　る一方、地方特例交付金や臨時財政対策債の減額などがあり、財政調整基金を約２９億円取り崩すことと
　　したことにより、基金残高は約９１億円となる見込みです。

学 校 施 設 整 備 基 金

ふるさと・水と土保全対策基金 15 百万円

計

よ い 子 い っ ぱ い 基 金 228 百万円

将 棋 文 化 振 興 基 金 35 百万円

介護給付費等準備基金産業廃棄物適正処理基金 878 百万円

環 境 保 全 基 金

清 掃 施 設 整 備 基 金 1,794 百万円

財 政 調 整 基 金

倉敷ふるさと応援基金 818 百万円

現 在 高 現 在 高

百万円

百万円

百万円39

5,095 百万円

11,980 百万円

奨 学 基 金 335

緊急援護資金貸付基金

緑 化 基 金 181

1,841

百万円

百万円

百万円国民健康保険事業財政調整基金 2,425

地 域 振 興 基 金 3,90020 百万円

百万円交通拠点施設整備基金 1,331 百万円

減 債 基 金 20,472 百万円

ま ち づ く り 基 金 220

百万円図 書 館 図 書 整 備 基 金 15

災 害 復 興 基 金 1,813 百万円

百万円

文 化 振 興 基 金 461 百万円

国 際 交 流 基 金 500 百万円 商 工 業 活 性 化 基 金 1

66,129

百万円

百万円

企業版ふるさと納税による倉敷みらい創生基金 0 百万円

199 百万円森 林 環 境 譲 与 税 基 金

地 域 福 祉 基 金 609 百万円

百万円

公 共 施 設 整 備 基 金 8,703

ス ポ － ツ 振 興 基 金 291 百万円 土 地 開 発 基 金 1,930

0

20

40

60

80

100

120

140

H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7

103 
109 111 

93
107 

124 128 126 
113 120 

91 

基金残高の推移 ※翌年度５月末

（億円）

（年度）

（見込） （当初予算後）
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■　主な施設整備等の概況（令和６年度事業）

事業

年度 国・ 県補助 市 債 市 費 な ど

35 0 9 26

(7,447) (0) (5,313) (2,134)

32 0 0 32

(7,745) (2,312) (4,418) (1,015)

49 3 11 35

(9,022) (3,042) (5,246) (734)

15 0 0 15

(6,748) (1,624) (4,262) (862)

10,394 2,618 6,563 1,213

(23,249) (6,997) (14,353) (1,899)

547 27 311 209

(3,736) (701) (2,345) (690)

249 0 33 216

(4,168) (0) (3,284) (884)

408 42 301 65

(2,143) (249) (1,568) (326)

1,626 305 1,144 177

(21,897) (6,425) (13,922) (1,550)

357 168 151 38

(8,700) (4,494) (3,785) (421)

264 104 77 83

(1,359) (525) (635) (199)

212 59 146 7

(721) (202) (493) (26)

1,645 611 578 456

(9,822) (611) (2,794) (6,417)

※（　　）は全体事業費

倉敷学校給食共同調理場・防災備蓄
倉庫整備運営事業

まびふれあい公園整備事業

義務教育学校施設整備事業 R5～R7 下津井中学校校舎改修

R5～R21
給食調理場及び受配校配膳室
整備、防災備蓄倉庫整備

R2～R6
土地造成整備、公園整備、公園
施設（防災倉庫ほか）建設

倉敷西部クリーンセンター整備事業 H28～R6
ごみ焼却施設、粗大ごみ処理
施設、ストックヤードの整備

庁舎等再編整備事業
（行政ゾーン）

R3～R8

防災危機管理センター棟の整
備、市役所本庁舎施設の長寿
命化等改修及び本庁舎周辺の
外構整備

庁舎等再編整備事業
（市民交流ゾーン）

R4～R10
本庁舎エリアに図書館を核とし
た複合施設棟整備及び外構整
備等

児島地区公共施設再編整備事業 R4～R9
児島地区の老朽化した公共施
設（市立短期大学ほか）
公園整備含む

水島地区公共施設再編整備事業 R6～R11
水島地区の老朽化した公共施
設（水島公民館ほか）

(単位　　百万円）

施 設 設 備 名 規　　　　模　　　　等 総事業費
財 源 内 訳

新田上富井線（L=1.0km W=22.0
～25.0m)・矢柄西田線(L=1.0km
W=18.0～32.0ｍ)

倉敷衛生センター整備事業 H29～R6
白楽町し尿処理場の解体撤去
及び汚泥再生処理センターの
整備

中央斎場整備事業 H29～R6 中央斎場の解体撤去及び整備

倉敷駅周辺第二土地区画整理事業 H14～R13

街路事業 H16～R8

道路改良工事、宅地造成工事、
下水道管埋設工事、支障物件
補償、建物等調査業務委託

倉敷ふれあいの丘公園及び複合棟整
備事業

R5～R7
都市防災公園及び複合施設の
整備
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